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要
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大
幅
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に
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書 

 

平
成
十
年
二
月
、
法
務
省
は
永
住
許
可
要
件
を
そ
れ
ま
で
の
日
本
在
留
二
十
年
か
ら
十
年
に
半
減
さ
せ
、
日
本
人
の
配
偶
者

の
場
合
は
三
年
と
し
た
。
現
在
本
件
を
所
管
す
る
出
入
国
在
留
管
理
庁
は
、
こ
の
政
策
転
換
の
理
由
を
明
確
に
し
て
い
な
い
。

こ
の
要
件
緩
和
の
結
果
、
永
住
者
は
平
成
九
年
末
の
約
八
万
人
か
ら
令
和
五
年
末
に
は
約
八
十
九
万
人
と
、
二
十
六
年
間
で
約

十
一
倍
に
増
加
し
た
。
平
成
三
十
年
の
い
わ
ゆ
る
入
管
法
改
正
案
を
審
議
し
た
参
議
院
法
務
委
員
会
は
、
同
年
十
二
月
八
日
、

「
近
年
の
我
が
国
の
在
留
外
国
人
数
の
増
加
を
踏
ま
え
、
在
留
外
国
人
か
ら
の
永
住
許
可
申
請
に
対
し
て
は
、
出
入
国
管
理
及

び
難
民
認
定
法
第
二
十
二
条
第
二
項
の
要
件
の
適
合
性
に
つ
い
て
、
厳
格
に
審
査
を
行
う
こ
と
」
と
す
る
内
容
を
含
む
附
帯
決

議
を
行
っ
た
。 

 

そ
こ
で
政
府
に
質
問
す
る
。 

一 

平
成
十
年
二
月
に
行
わ
れ
た
永
住
許
可
要
件
の
大
幅
緩
和
は
何
を
目
的
と
し
て
行
わ
れ
た
の
か
。 

二 

右
記
の
と
お
り
、
要
件
緩
和
の
結
果
、
永
住
者
が
約
十
一
倍
に
増
加
し
た
。
平
成
十
年
二
月
に
永
住
者
を
増
や
す
と
い
う

政
策
決
定
が
な
さ
れ
た
の
か
。
も
し
そ
う
で
あ
る
な
ら
、
誰
が
ど
こ
に
お
い
て
、
そ
の
よ
う
な
決
定
を
行
っ
た
の
か
、
明
ら

か
に
さ
れ
た
い
。 



 

２ 

 

三 

右
記
の
平
成
三
十
年
参
議
院
法
務
委
員
会
附
帯
決
議
を
受
け
て
、
「
厳
格
に
審
査
」
す
る
た
め
政
府
は
い
か
な
る
措
置
を

取
っ
た
の
か
明
ら
か
に
さ
れ
た
い
。 

 

右
質
問
す
る
。 


